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ＣＲＯ事業再編・強化のための連結会社合併のお知らせ 

 
当社は、平成 24 年８月 28 日に開催した取締役会において、当社グループ会社の合併を決議し
ましたので、下記の通りお知らせします。 
 

記 

１．合併の目的 

当社グループは、医薬品開発関連事業であるＣＲＯ事業に始まり、ＳＭＯ事業、ＣＳＯ事業、

ＩＴ事業ならびに中国事業へと事業を展開してきました。その結果、当社グループは、医薬品開

発をはじめ、健康産業に関わる多彩なサポートを網羅する企業グループへと成長し、グループ会

社 23 社を擁する規模に成長しました。 

当社は、これまでも継続的にグループ力の強化を図ってきましたが、今後とも価値あるソリュ

ーションの創出を通じて、健康産業の発展に貢献するため、一層のサービスの拡充と業務効率化

及び財務基盤の強化を目的としてＣＲＯ事業の再編・強化を行なうこととしました。 

グループにおけるＣＲＯ事業サービスの多様化と受託体制の強化を図るため、現在、派遣型Ｃ

ＲＯ業務を行っている株式会社イーピーメイト（以下、イーピーメイト）と主にジェネリック向

けＣＲＯ業務（ＢＥ試験・ＰＫ試験含む）の受託サービス及びモニター等の派遣サービスを行っ

ている株式会社ＳＣＧ（以下、ＳＣＧ）を平成 24 年 10 月１日付けで合併し、イーピーメイト（存

続会社）は、ＳＣＧ（消滅会社）の業務を継承します。 

尚、ＳＣＧが行っている分析業務は、平成 24 年９月末までに当社に業務移管し、引続き分析

業務の受託サービスを行っていきます。 

これによりイーピーメイトは、派遣型ＣＲＯ事業以外に提案型ＣＲＯサービスを行うこととし、

効率的な事業体制を構築します。 

当社は、分析業務の移管を受け、ＣＲＯ事業と分析業務の複合的な受託サービスを強化し、ク

ライアントのニーズに対応する受託内容の拡充に資する効率的な事業体制を構築します。 
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(１) 合併の日程  

 合併決議取締役会 : 平成 24 年８月 28 日 

 合併契約締結 : 平成 24 年８月 28 日 

 合併の期日（効力発生日） : 平成 24 年 10 月１日（予定） 

 合併承認株主総会 : 平成 24 年９月 21 日（予定） 

(２) 合併方式  

 イーピーメイトを存続会社とする吸収合併方式で、ＳＣＧは消滅会社となり解散します。 

(３) 合併に係る割当ての内容  

 本合併による株式その他金銭等の割当てはありません。 

 

２．合併当事会社の概要                      平成 24 年７月 31 日現在 

( 1 ) 商 号 
株式会社イーピーメイト 

（存続会社） 

株式会社ＳＣＧ 

（消滅会社） 

( 2 ) 事 業 内 容 ＣＲＯ事業等 ＣＲＯ事業及び医薬品の分析業務 

( 3 ) 設 立 年 月 日 平成 17 年 10 月５日 平成元年３月３日 

( 4 ) 本 店 所 在 地 東京都新宿区新小川町６－36 埼玉県富士見市鶴馬 2662 番地 

( 5 ) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 木羽 泰男 代表取締役社長 北村 正孝 

( 6 ) 資 本 金 45,000 千円 68,900 千円 

( 7 ) 株 式 発 行 総 数 1,200 株 1,950 株 

( 8 ) 決 算 期 ９月 30 日 ９月 30 日 

( 9 ) 大株主及び持株比率 イーピーエス株式会社 100％ イーピーエス株式会社 100％ 

(10) 純 資 産 250,788 千円 45,370 千円 

(11) 総 資 産 426,402 千円 191,987 千円 

(12) 売 上 高 1,248,160 千円 338,652 千円 

(13) 営 業 利 益 124,483 千円 72,191 千円 

(14) 経 常 利 益 128,354 千円 70,979 千円 

(15) 当 期 純 利 益 71,915 千円 79,471 千円 

（注）上記(10)～(15)については、平成 23 年９月期決算の数値を記載しています。 

 
３.今後の見通し 
 
本合併は、当社 100 ％出資連結子会社同士の合併であるため、当社の連結業績に与える影響は

軽微です。 

以上 


